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委託に関する低入札調査価格制度の取扱い要領

１ 目 的

地方自治法施行令第 167 条の 10 第 1 項及び、津山市契約規則第 9 条の規定に基
づき、入札事業者が入札した価格によっては、当該契約の内容に適合した履行がな

されないおそれがあると認めるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取

引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、当

該入札について調査し、落札か否かを決することにより、当該契約の内容に適合し

た履行を確保することを目的とする。

２ 対 象

委託業務契約を締結しようとする場合における競争入札で、予定価格（税抜）

１，０００万円以上のものを対象とする。

ただし，市長が特に必要と認める場合は，この限りでない。なお，予定価格（税

抜）１，０００万円未満のものを対象とする場合は，入札公表時に明らかにするも

のとする。

３ 低入札調査価格の設定

予定価格（税抜）の８２％（千円未満切り上げ）を下回った入札価格（税抜）を、

低入札調査価格とする。

４ 入 札

低入札調査価格を下回った入札事業者がある場合は、下回った入札事業者名およ

びその入札価格を入札（開札）場所で公表し、低入札調査価格を下回っているので

所要な調査する旨、落札決定を保留する旨および調査結果は契約監理室ホームペー

ジに掲載する旨を宣言し、入札（開札）を打ち切る。

低入札調査価格を下回って応札した業者から入札設計書に基づいた見積設計書

（基本方針の調査項目等が確認できる資料（見積書等を含む）が添付されているも

の）を開札の際、即時に(電子入札おいては，開札日の午前９時までに)提出させる。
見積設計書を提出しなかった業者は、失格とする。

５ 調 査

低入札調査価格を下回った入札事業者のうち、最低の価格で入札した事業者から

順に、提出された見積設計書により契約の内容に適合した履行がなされないおそれ

があると認めるか否か、その事業者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱

すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるか否かを調査する。

調査の基本方針は後段に示すものとし、必要がある時は、以下の内容により、入

札事業者からの事情聴取、関係機関への照会等の調査を行うものとする。

（１）その入札価格で入札した理由書を提出させる。
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（２）手持ち業務、手持ち資材、手持ち機械等の状況。

なお、必要な場合は、次項目について調査を行う。

（１）技術者、労務者の供給の見通し

（２）過去の業務委託実績、業務委託成績

（３）経営状況（取引金融機関、保証会社等への照会を含む）

（４）信用状況（業法違反の有無、賃金不払いの有無、下請代金の支払い遅延等）

（５）その他必要な事項

≪基本方針≫

入札価格の見積設計書の調査を行う場合は、見積設計書の以下の項目について十分

調査し、満足できない調査条件がある場合には「当該契約内容に適合した業務が履行

されないおそれ」があるものと判断する。

また、調査に協力しない者についても「当該契約内容に適合した業務が履行されな

いおそれ」があるものとして取り扱うものとする。

１）測量業務

○項目１：直接測量費

調査条件① 直接測量費は､発注設計図書の直接測量費（予定価格）の８５％以上と

なっていること。

調査条件② 数量は、発注設計図書に計上の設計数量と同じであること。

調査条件③ 単価は、算出根拠が適正であること。

調査条件④ 技術者の人件費（基準日額等）は、不当に安い見積りとなっていない

こと。また、測量作業を実施するのに要する賃金は、法定最低賃金を

下回っていないこと。

調査条件⑤ 下請を予定している場合には、不当に安い見積りとなっていないこと。

○項目２：測量調査費

調査条件⑥ 測量調査費は､発注設計図書の測量調査費（予定価格）の８５％以上と

なっていること。調査は、調査条件②～⑤と同じ

○項目３：諸経費

調査条件⑦ 諸経費は､発注設計図書の諸経費（予定価格）の５０％以上となってい

ること。

２）土木関係建設コンサルタント業務（設計業務,補償関係等）

○項目１：直接人件費

調査条件① 直接人件費は､発注設計図書の直接人件費（予定価格）の８５％以上と

なっていること。

調査条件② 数量は、発注設計図書に計上の設計数量と同じであること。

調査条件③ 単価は、算出根拠が適正であること。

調査条件④ 技術者の人件費（基準日額等）は、不当に安い見積りとなっていない

こと。また、設計業務を実施するのに要する賃金は、法定最低賃金を

下回っていないこと。

調査条件⑤ 下請を予定している場合には、不当に安い見積りとなっていないこと。
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○項目２：直接経費

調査条件⑥ 直接経費は､発注設計図書の直接経費（予定価格）の８５％以上となっ

ていること。調査は、調査条件②～⑤と同じ

○項目３：その他原価 （土地改良工事積算基準を適用する場合は、その他原価は技術経費

とする。）

調査条件⑦ その他原価は､発注設計図書のその他原価（予定価格）の７０％以上と

なっていること。

○項目４：一般管理費 （土地改良工事積算基準を適用する場合は、一般管理費は諸経費と

する。）

調査条件⑧ 一般管理費は､発注設計図書の諸一般管理費（予定価格）の５０％以上

となっていること。

３）地質調査業務

○項目１：直接調査費

調査条件① 直接調査費は､発注設計図書の直接調査費（予定価格）の８５％以上と

なっていること。

調査条件② 数量は、発注設計図書に計上の設計数量と同じであること。

調査条件③ 単価は、算出根拠が適正であること。

調査条件④ 技術者の人件費（基準日額等）は、不当に安い見積りとなっていない

こと。また、地質調査作業を実施するのに要する賃金は、法定最低賃

金を下回っていないこと。

調査条件⑤ 下請を予定している場合には、不当に安い見積りとなっていないこと。

○項目２：間接調査費

調査条件⑥ 間接調査費は､発注設計図書の間接調査費（予定価格）の８５％以上と

なっていること。調査は、調査条件②～⑤と同じ

○項目３：解析等調査業務費

調査条件⑦ 解析等調査業務費は､発注設計図書の解析等調査業務費(予定価格)の

５０％以上となっていること。調査は、調査条件②～⑤と同じ

○項目４：諸経費

調査条件⑧ 諸経費は､発注設計図書の諸経費（予定価格）の５０％以上となってい

ること。

４）建築関係建設コンサルタント業務

○項目１：直接人件費

調査条件① 直接人件費は､発注設計図書の直接人件費（予定価格）の８５％以上と

なっていること。

調査条件② 数量は、発注設計図書に計上の設計数量と同じであること。

調査条件③ 単価は、算出根拠が適正であること。

調査条件④ 技術者の人件費（基準日額等）は、不当に安い見積りとなっていない

こと。また、設計作業を実施するのに要する賃金は、法定最低賃金を

下回っていないこと。

調査条件⑤ 下請を予定している場合には、不当に安い見積りとなっていないこと。



4

○項目２：特別経費

調査条件⑥ 特別経費は､発注設計図書の特別経費（予定価格）の８５％以上となっ

ていること。調査は、調査条件②～⑤と同じ

○項目３：技術料等経費

調査条件⑦ 技術料等経費は､発注設計図書の技術料等経費（予定価格）の７０％以

上となっていること。

○項目４：諸経費

調査条件⑧ 諸経費は､発注設計図書の諸経費（予定価格）の５０％以上となってい

ること。

５）その他委託業務

○項目１：直接人件費

調査条件① 直接人件費は､発注設計図書の直接人件費（予定価格）の８５％以上と

なっていること。

調査条件② 数量は、発注設計図書に計上の設計数量と同じであること。

調査条件③ 単価は、算出根拠が適正であること。

調査条件④ 技術者の人件費（基準日額等）は、不当に安い見積りとなっていない

こと。また、作業を実施するのに要する賃金は、法定最低賃金を下回

っていないこと。

調査条件⑤ 下請を予定している場合には、不当に安い見積りとなっていないこと。

○項目２：直接経費

調査条件⑥ 直接経費は､発注設計図書の直接経費（予定価格）の８５％以上となっ

ていること。調査は、調査条件②～⑤と同じ

○項目３：諸経費

調査条件⑦ 諸経費は､発注設計図書の諸経費（予定価格）の５０％以上となってい

ること。

６ 契約審査委員会による審査

前記の調査内容を、契約審査委員会（契約監理室長、契約参事、検査参事、設計

審査主査、設計・業務担当課長）で審査する。

（１）最低の価格で入札した事業者を、落札事業者とする場合

最低の価格で入札した事業者に対して、落札した旨通知し、他の入札事業者

へも、その旨を通知する。なお、適正な積算による落札者となるべき入札事業

者が複数いる場合は、くじ引き（電子入札の場合は電子くじ）により落札事業

者を決定する。

（２）最低の価格で入札した事業者を、落札事業者としない場合

最低の価格で入札した事業者を除いた他の入札事業者のうち、予定価格の範

囲内で、最低の価格で入札した事業者を落札事業者とする。ただし、その事業

者が、低入札調査価格を下回る場合は、同様の調査・審査を経て落札決定とす

る。
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７ 電子入札

電子入札については、上記に定めるもののほか津山市電子入札実施要領による。

８ 施 行

この要領は、平成２１年７月１日から適用する。

改正 平成２２年８月１６日

平成２３年 7月１日
平成２３年１０月１２日

平成２４年６月１日

平成２８年４月１日

平成３１年４月１日


